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「電気事業法施行規則に基づく溶接事業者検査（火力設備）の解釈」等の一部

改正等について 

平成２９年３月３１日 

経 済 産 業 省 

商務流通保安グループ 

電 力 安 全 課 

１．改正の概要 

○ 平成２７年６月に公布された電気事業法等の一部を改正する等の法律（平成２７年法

律第４７号。以下「改正電事法」という。）では、現行の溶接安全管理審査を廃止する

とともに、火力発電設備に係る安全管理検査制度全般について事業者の保守管理状況に

応じた柔軟な制度に見直し、また、風力発電設備を定期安全管理検査制度の対象に追加

した。 

○ 平成２７年６月に公布された大気汚染防止法の一部を改正する法律（平成２７年法律

第４１号。以下「改正大防法」という。）では、水銀に関する水俣条約の大気排出関係

規制の的確かつ円滑な実施を確保するため、水銀排出施設に係る届出制度を創設すると

ともに、水銀排出施設から水銀等を大気中に排出する者に排出基準の遵守を義務付ける

等の所要の措置を講ずることとなった。 

○ 公害防止に係る規制において、電気工作物の届出等は、行政手続きの一元化等の観点

から、大気汚染防止法等の環境一般法からは一部適用除外され、電気事業法における相

当規定である届出等により手続きを行っている。 

○ そこで、火力発電設備及び風力発電設備に係る安全管理検査の方法を具体的に整備す

るとともに、改正大防法の実施に係る必要な措置が大気汚染防止法関連法令で行われて

おり、電気事業法関連法令でも同様の措置を講じて整合を図るため、以下の内規の一部

改正等を行う。 

① 電気事業法施行規則に基づく溶接事業者検査（火力設備）の解釈（２０１２０９１

９商局第７１号。以下「溶接検査解釈」という。） 

② 電気事業法第５２条に基づく火力設備に対する溶接事業者検査ガイド（２０１２０

９１９商局第７２号。以下「検査ガイド」という。） 

③ 火力設備における電気事業法施行規則第９４条の２第２項第１号に規定する定期

事業者検査の時期変更承認に係る標準的な審査基準例及び申請方法等について（２０

１２０９１９商局第６６号。以下「定検延長内規」という。） 

④ 使用前・定期安全管理審査実施要領（内規）（２０１２０９１９商局第６７号。以

下「審査要領」という。） 

⑤ 電気事業法施行規則第９４条の３第１項第１号及び第２号に定める定期事業者検

査の方法の解釈（平成２３・０１・２８原院第３号。以下「定期検査解釈」という。） 

⑥ 電気事業法施行規則第１１５条第１項第１０号の解釈について（平成１７・０２・
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１４原院第３号。以下「第１０号解釈」という。） 

⑦ 発電用火力設備の技術基準の解釈（２０１３０５０７商局第２号。以下「火技解釈」

という。） 

⑧ 発電用風力設備の技術基準の解釈について（２０１４０３２８商局第１号。以下「風

技解釈」という。） 

⑨ 安全管理審査評定委員会設置要領（内規）（２５保電安第７号。以下「設置要領」

という。） 

⑩ 安全管理審査評定委員会運営要領（内規）（２５保電安第７号。以下「運営要領」

という。） 

⑪ 公害防止関係資料の都道府県等への通知について（内規）（平成２４・０５・２８

原院第２号。以下「通知内規」という。） 

⑫ 公害防止関係資料の様式例について（平成２４・０５・２８原院第２号。以下「様

式例」という。） 

⑬ 使用前自主検査及び使用前自己確認の方法の解釈（２０１６０５３１商局第１号。

以下「使用前検査解釈」という。） 

 

２．改正の内容 

（１）火力発電設備に係る安全管理検査制度の見直し（改正電事法第５１条、第５５条、第

６７条、第７１条） 

【溶接検査解釈、検査ガイド、定期検査解釈、定検延長内規、審査要領、第１０号解釈、

設置要領、運営要領関係】 

○ 改正電事法施行後は、登録安全管理審査機関（以下、「登録機関」という。）が使用前・

定期安全管理審査の中で溶接事業者検査の実施状況及びその結果を確認するとともに、

事業者の保安力を評価し、最大６年の定期事業者検査の延伸が可能とする制度に見直す。 

○ 溶接安全管理審査を使用前・定期安全管理審査に統合することに伴い、標準審査工数

及び国の評定等の運用を見直す。 

 

（２）風力発電設備に係る定期安全管理検査制度の導入（改正電事法第５５条、第６７条、

第７１条） 

【風技解釈、定期検査解釈、審査要領、設置要領、運営要領関係】 

○ 改正電事法施行後は、登録機関が設置者の実施した単機出力５００ｋＷ以上の風力発電

設備に係る定期事業者検査について、その検査品質を確認するとともに事業者の保安力

を評価し、定期安全管理審査の延伸又は短縮が可能とする制度を新設する。 

 

（３）水銀排出施設に係る届出制度の導入（改正大防法第１８条の２３、第１８条の２４、

第１８条の２５） 

【通知内規、様式例、使用前検査解釈関係】 

○ 改正大防法では、一定の水銀排出施設の設置又は構造等変更をしようとする者は、都
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道府県知事への届出が義務づけられた。 

○ これを踏まえて、大気汚染防止法関連法令との整合を図るため、水銀排出施設に該当

する電気工作物に係る工事計画等の届出対象とするとともに、施行規則別表第３等で規

定する水銀等に関する説明書の様式例及び設置場所を管轄する地方公共団体への通知

等の関連規定を整備する。 

 

（４）その他技術的修正等 

【火技解釈、定期検査解釈、通知内規、様式例関係】 

○ 水素専焼発電の実証に取り組む事例が運転開始に向けた計画に着手することを踏ま

え、定期事業者検査に記載すべき事項等を整備する。 

○ 火力発電設備に係る電気事業法で規定している技術基準と、ガス事業法で規定する技

術基準の範囲について整合を図るため、火技解釈の一部改正を行う。 

○ 電気事業法関連法令で規定している届出の範囲と、騒音規制法等で規定している届出

の範囲について整合を図るため、様式例の一部改正を行う。 

○ その他、スターリングエンジンの具体的な仕様規定を定めるとともに民間規格の引用

年数の更新及び法文の適正化等の観点から技術的修正を行う。 

 


